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2023年４月 26日 

各 位 

会社名 株式会社ポプラ 

代表者名 代表取締役社長 目黒 俊治 

 （コード番号：7601 東証スタンダード市場） 

問合せ先 執行役員社長室長 大竹 修 

（TEL 082-837-3510） 

 

第三者割当による種類株式の発行、定款の一部変更、資本金及び資本準備金の額の減少 

並びに剰余金の処分に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、次の①から④までの各事項について決議いたしましたので、以下の

とおりお知らせいたします。 

① HiCAP4 号投資事業有限責任組合（以下「HiCAP4 号」といいます。）及び MIT 広域再建支援 投資事業有

限責任組合（以下「MIT 広域再建支援」といい、HiCAP4 号と併せて個別に又は総称して「割当予定先」

といいます。）との間で、それぞれ引受契約書を締結し、第三者割当の方法により、HiCAP4 号及び MIT

広域再建支援に総額 700百万円のＡ種種類株式を発行すること 

② Ａ種種類株式に関する規定の新設等に係る定款の一部変更を行うこと（以下「本定款変更」といいま

す。） 

③ Ａ種種類株式の払込みの日を効力発生日として、資本金及び資本準備金の額を減少し（以下「本資本

金等の額の減少」といいます。）、本資本金等の額の減少により発生したその他資本剰余金で繰越利益

剰余金の欠損の一部を填補すること（以下「本剰余金の処分」といいます。） 

④ 2023 年５月 30 日開催予定の当社定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）に、Ａ種種類株式

の発行（以下「本第三者割当」といいます。）（Ａ種種類株式の有利発行に係る特別決議を含みます。）、

本定款変更、本資本金等の額の減少、本剰余金の処分並びに HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援が指名す

る者各１名の当社の社外取締役への選任に係る各議案を付議すること、また本第三者割当によって

25％以上の希薄化が生じる可能性があるため、株主の意思確認を行うこと 

なお、本第三者割当は、本株主総会において、上記の本第三者割当及び本定款変更に係る各議案の承認が得

られること等を条件としており、本資本金等の額の減少及び上記社外取締役の選任は本第三者割当に係る払込

みを条件としており、本剰余金の処分は本資本金等の額の減少を条件としております。また、本資本金等の額

の減少及び本剰余金の処分は、貸借対照表の純資産の部における振替処理であり、当社の純資産額に変動を生

じさせるものではありません。 

 

Ⅰ．第三者割当による種類株式の発行について 

１．募集の概要 

[Ａ種種類株式発行の概要] 

（１） 払 込 期 日 2023年５月 31日（水） 

（２） 発 行 新 株 式 数 14,000株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 50,000円 

（４） 調 達 資 金 の 額 700,000,000円 

（５） 
募集 又は割当 方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法により割り当てる。 

HiCAP4号                        6,000株 

MIT広域再建支援                     8,000株 

（６） そ の 他 

Ａ種種類株式は、①Ａ種種類配当金として、50,000円に以下に定める料

率を乗じて算出した額が支払われます。 

(a) 配当基準日が 2024年２月末日に終了する事業年度に属する場合 
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 年率 5.5％ 

(b) 配当基準日が 2025年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率 6.5％ 

(c) 配当基準日が 2026年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率７％ 

(d) 配当基準日が 2027年２月末日に終了する事業年度に属する場合

及び 2028年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率８％ 

(e) 配当基準日が 2029年３月１日以降の日である場合 

 年率７％ 

②法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しま

せん。③普通株式を対価とする取得請求権、金銭を対価とする取得請求権

及び金銭を対価とする取得条項が付されます。 

詳細は別紙１「Ａ種種類株式発行要項」をご参照ください。 

 

２．本第三者割当の目的及び理由 

（１）本第三者割当の経緯・目的 

当社事業の根幹であるコンビニエンスストア（以下「CVS」といいます。）業界においては、生活スタイ

ルの多様化や単身世帯の増加を背景に国内店舗数が 2017 年には５万８千店近くまで拡大してまいりました

が、ドラッグストアや食品スーパーでの CVS 取扱い商材の取込みによる競合化や雇用環境の変化により CVS

の経営は厳しさを増し、当社事業は収益性の悪化が続き 2023 年２月期まで６期連続の純損失となりました。 

当社はこのような状況の中、安定的な利益の確保に向けて大規模な事業構造改革に着手いたしました。 

新規出店については、それまでの住宅地や幹線道路沿いをメインとする 24 時間営業が基本の店舗展開か

ら、売上規模は若干小規模ながら競争環境の緩やかな、病院や企業、学校といった施設内店舗の運営に活路

を見いだし、従来型の店舗に関しては、資本業務提携している株式会社ローソンと連携し「ローソン・ポプ

ラ」ブランドへの転換を図りました。 

更に施設内店舗に関しては、大半が 24 時間営業を行わない店舗であることから、日配品や加工食品、雑

貨等を１日５回各店舗へ配送していた従来の形から、全てを自社センターへ集約することで１日１回の配送

への転換を図りコストを削減し、効率的な運営を目指しました。 

これらに加え、2022 年５月に改訂した中期事業計画（2023 年２月期～2024 年２月期）に基づき、利益獲

得の中核となる「ローソン・ポプラ事業」を軸として展開しつつ、ポプラの本体事業である施設内店舗（社

内呼称「スマートストア事業」）においては、大手とは異なり加盟店負担の少ない売上ロイヤリティ制度や

立地に合わせた営業時間及び店舗の内外装等のカスタマイズを許容することで、オフィス内の小型無人店舗

から、有人店舗を母店とし複数の無人店舗を組み合わせることにより大規模工場等の施設内の店舗まで幅広

く対応可能であるという特徴を生かして出店を推進し、自社弁当工場においては、これまでの供給先であっ

た当社のブランドである「ポプラ」又は「生活彩家」を看板とする店舗及び「ローソン・ポプラ」店舗に対

してのみならず、外部の物販店へも販売先を広げる等、収益向上に向けた体制づくりを着実に進めてまいり

ました。 

一方、時を同じくして新型コロナウイルス感染拡大により経済活動は停滞し、人流の制限に伴い当社が

推進した施設内店舗においては、大学授業の完全リモート化や病院の面会禁止等により、立地によっては

2022 年２月期の売上が 2019 年２月期比で 40％以上減少するという大打撃を受ける形となり、2022 年２月

期末において 429 百万円の債務超過に陥ることになりました。2023 年２月期については、前半はコロナウ

イルスの影響が大きく残ったものの、後半は行動制限の緩和に伴う人流の増加により売上も徐々に回復に向

かい営業利益は７期ぶりの黒字となりましたが、会計監査人による会社法監査において個別業績へ減損損失

を計上すべきとの判断により、債務超過の金額は 694百万円に増加することとなりました。 

事業は回復の方向にあることに加え、資金面に関しては、当社のメインバンクである株式会社広島銀行

との間で 2,000百万円のコミットメントライン契約を締結しており、当面の資金を確保していることや、そ
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の他各取引銀行と総額 1,000百万円の当座貸越契約を締結していることから、重要な資金繰りの懸念はない

ものの、上場廃止基準（債務超過）に係る猶予期間は 2024年２月 29日までであることから、持続的な経営

の安定化と財務基盤の回復を実現するためには、早期に債務超過解消を行う必要があると判断し、本第三者

割当の実施を決定いたしました。 

 

（２）本第三者割当により資金調達を実施する理由   

当社は、2022 年２月期において債務超過となり、原則として１年以内に純資産の額が正である状態に改

善しないときは、上場廃止となりますが、債務超過となった原因が新型コロナウイルス感染症の影響による

と認められ、上場維持基準の特例により猶予期間は１年延長されており、2024 年２月 29 日までとなってお

ります。 

当社としては、東証スタンダード市場への上場を維持する考えであり、本第三者割当により、債務超過

の解消並びに調達資金による財務体制の拡充及び営業設備の増強を行う予定です。 

なお、資金調達の方法として本第三者割当を選択した理由は、当社が債務超過に陥ってしまったことで、

公募増資や株主割当による方法では必要な資金が得られ難いこと、借入では債務超過の解消につながらない

と判断したこと、及び本第三者割当によって 25％以上の希薄化が生じる可能性があるものの、割当予定先

は、株式を中期的に保有する方針であることを表明しており、優先株式の第三者割当であれば普通株式への

転換が行われない限り希薄化の影響が少ないと判断したこと等によるものです。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 払 込 金 額 の 総 額 700,000,000円 

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 50,000,000円 

③ 差 引 手 取 概 算 額 650,000,000円 

（注）１発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２発行諸費用の概算額の内訳は、当社フィナンシャルアドバイザー（株式会社 MIT Corporate 

Advisory Services）に対するアドバイザリー費用（本第三者割当の実施に係るサポート費用として

３百万円及び本第三者割当の成功報酬として 25百万円）、弁護士費用、Ａ種種類株式に係る価値評価

費用、デュー・ディリジェンス対応費用並びにその他事務費用（有価証券届出書作成費用、払込取扱

銀行手数料、割当予定先の反社会的勢力との関係のチェックを含む調査費用、登記関連費用及び定時

株主総会開催費用等）の合計であります。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本第三者割当により調達する差引手取概算額 650 百万円の使途については、ア 冷凍製造設備の製造能力

向上と増設、イ 設備レンタル方式の新たなフランチャイズ契約の運用及びウ 新型セルフ決済用 POS端末の

開発等のシステム投資を予定しております。具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおり

です。 

 具体的な使途 金 額（百万円） 支出予定時期 

ア 冷凍製造設備の製造能力向上と増設 282 2023年８月～2026年２月 

イ 
設備レンタル方式の新たなフランチャイズ契約

の運用 
200 2023年７月～2026年２月 

ウ 
新型セルフ決済用 POS端末の開発等のシステム

投資 
168 2023年６月～2025年２月 

 合計 650 － 

（注） 調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

上記に記載のとおり資金を充当することを予定しておりますが、各資金使途についての詳細は以下のと

おりです。 
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ア．冷凍製造設備の製造能力向上と増設 

 当社が保有する自社弁当工場は、これまで、当社のブランドである「ポプラ」又は「生活彩家」を看板と

する店舗へのおにぎり及び弁当（ご飯を各店舗で盛り付ける当社ブランドの弁当を含みます。）の供給並び

に「ローソン・ポプラ」店舗への当社ブランドの弁当の供給のための専用工場でありましたが、2021 年後

半から 2022 年前半にかけて実施した事業構造改革に伴う北陸、中京地域からの事業撤退や従来型店舗の

「ローソン・ポプラ」店舗への転換による供給量の減少に伴い、工場が稼働している時間より未稼働時間が

上回り収益を圧迫する状況となったことから、新たに外部小売店への弁当の供給を開始したものの、期待ほ

ど稼働率は引き上がりませんでした。 

そういった中で、更に稼働率を引き上げる施策がないか、当社取引先やメーカーと協議を重ねていくう

ち、CVS に供給可能な衛生管理水準と品質基準を保持しながら多くの未稼働時間を有する弁当工場が非常に

稀であることが判明し、現在需要が急拡大している老人介護施設や障害者施設向けの完全調理済み食材の製

造のオファーをいただき、慎重に検討を重ねた結果、冷凍事業に参入することを決定いたしました。計画で

は 2023年 11月までに毎月当たり９万食を生産することを目標としており、新たに冷凍弁当の製造販売にも

着手することで、最終的には毎月当たり 20万食まで生産数を引き上げる計画です。 

既にマイナス 60℃で冷凍可能な設備を広島工場に導入済みですが、これに追加して低温蒸気設備、ガス

コンベクションオーブン等を導入するとともに、当該工場内に新たな隔離区画を新設する予定です。低温蒸

気設備、ガスコンベクションオーブン等を追加するのは、冷凍弁当の食味アップや解凍時の食材の縮み防止

等、既に市場に流通している冷凍弁当と比較して、より質の高い商品を製造することを可能とするためであ

り、新たな隔離区画の新設は、これまで当社が取り扱ってきた一次加工済みの原材料以外に、生きた魚介類

等の取扱いを可能とすることを目的としております。また、完全調理済み食材及び冷凍弁当を毎月当たり

20 万食程度製造することを早期に予定していますが、広島工場の設備だけでは足りないため、岡山工場に

関してもより生産効率の高いトンネル式の連続冷凍設備を導入し、完全調理済み食材及び冷凍弁当の製造を

本格稼働させていく予定です。これらの設備購入費用として、282百万円を充当する予定です。 

 

 イ．設備レンタル方式の新たなフランチャイズ契約の運用 

当社が主力とする、施設内への CVS 出店に関して、ネックとなっているのが高いイニシャルコストであ

り、その大半が設備投資によるもののため、当社が設備を購入し加盟店へレンタルする方式により初期投資

を抑えるタイプの新たなフランチャイズ契約の運用を予定しております。この設備購入費用として、１店舗

当たり 10 百万円の資金を計 20 店舗に充当する必要があるため、200 百万円を当該費用に充当する予定です。 

 

ウ．新型セルフ決済用 POS端末の開発等のシステム投資 

当社では、これまで無人店舗での決済に通常店舗用のセルフレジを活用していましたが、設置時のコス

ト及び運用コストが大きく、無人店舗拡大の障害となっているため、新たに軽量かつコンパクトなセルフ決

済用 POS端末を汎用品をベースに開発し、無人店舗に導入する予定です。この開発費用及び事業全体の労力

軽減に向けた業務のシステム化の推進費用として、168百万円を充当する予定です。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当を実施することは、当社の債務超過の解消並びに財務体制の拡充及び営業設備の増強に寄

与するものと考えており、既存株主の皆様に対して潜在的に希薄化は生じるものの、当社財務体質の再構築

及び成長分野への投資や構造改革を通じて、中長期的には企業価値の向上に資するものであり、本第三者割

当は最終的に既存株主の皆様の利益に資するものであると考えており、本第三者割当の資金使途については

合理性があると判断しております。 
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５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

当社は、本第三者割当に係る出資の方法及び内容に関しては、Ａ種種類株式の払込金額を１株当たり

50,000 円と決定いたしました。当社としては、当社の置かれた厳しい状況等に加えて、Ａ種種類株式の商

品性を踏まえれば割当予定先も本第三者割当を通じて相当のリスクを負担すること等を総合的に勘案すれば、

かかる払込金額には合理性が認められると考えております。 

当社は、Ａ種種類株式の発行条件の決定にあたっては、公正性を期すため、当社及び割当予定先から独

立した第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズ株式会社（広島県広島市中区紙屋町一丁目１番 17 号 

代表取締役社長 李志翔）（以下「クレジオ・パートナーズ」といいます。）に対してＡ種種類株式の価値算

定を依頼し、Ａ種種類株式の評価報告書（以下「優先株式評価報告書」といいます。）を取得しております。 

第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズは、Ａ種種類株式の株式価値の算定手法を検討した結果、

一般的な価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによる評価手法を採用し、一定の前提（Ａ

種種類株式の転換価額、割当予定先が普通株式を対価とする取得請求権又は割当予定先が金銭を対価とする

取得請求権を行使するまでの期間、当社普通株式の株価、株価変動性（ボラティリティ）、配当利回り、無

リスク利子率、割引率等）の下、Ａ種種類株式の公正価値の算定をしております。優先株式評価報告書にお

いて 2023 年４月 25 日の東証終値を基準として算定されたＡ種種類株式の価値は、１株当たり 48,085～

54,818円とされております。 

上記のとおり、当社としては、Ａ種種類株式の払込金額には合理性が認められると考えており、また、

クレジオ・パートナーズによる優先株式評価報告書における上記評価結果を踏まえれば、会社法上、Ａ種種

類株式の払込金額（１株当たり 50,000 円）は割当予定先に特に有利な金額に該当しないと判断しています。 

なお、当社監査役３名全員から、①Ａ種種類株式の発行条件は、発行要項の内容の説明を受けた結果に

加え、優先株式評価報告書の結果及び上記取締役会での検討内容を踏まえ検討し、当社及び割当予定先から

独立した第三者算定機関であるクレジオ・パートナーズがＡ種種類株式の価値算定を行っていること、②ク

レジオ・パートナーズによるＡ種種類株式の価格算定方法は金融工学により一般的に認められた合理的な方

法であること、その算定過程及び前提条件等に関して不合理な点は見当たらないこと、③Ａ種種類株式の払

込金額はかかる評価額の範囲に含まれていること、④当社がフィナンシャルアドバイザリー業務の対価とし

てアドバイザリー費用（本第三者割当の実施に係るサポート費用として３百万円及び本第三者割当の成功報

酬として 25 百万円）を支払う株式会社 MIT Corporate Advisory Services は、割当予定先である MIT 広域

再建支援の業務執行組合員と同一法人であるが、当該費用はフィナンシャルアドバイザリー業務という別個

の業務に対する対価であることから、Ａ種種類株式の払込金額とは切り離して考えるべきであるところ、ク

レジオ・パートナーズによる発行条件の算定過程においても当該費用は考慮されていないことから、割当予

定先に特に有利な金額ではなく適法である旨の意見を得ております。 

しかしながら、Ａ種種類株式には客観的な市場価格がなく、また種類株式の評価は非常に高度かつ複雑

であり、その評価については様々な考え方があり得ることから、会社法上、Ａ種種類株式の払込金額が割当

予定先に特に有利な金額であるとされる可能性も完全には否定できないため、念のため、本株主総会での会

社法第 199条第２項に基づく有利発行に係る株主総会の特別決議による承認を得ることを条件としてＡ種種

類株式を発行することといたしました。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

Ａ種種類株式については、2023 年５月 31 日以降に行使可能な普通株式を対価とする取得請求権が付され

ておりますが、この取得請求権が当初の取得価額で全て行使された場合、普通株式 4,545,454株が交付され、

その議決権数は 45,454個となります。そのため、Ａ種種類株式の潜在株式数の希薄化率は、2023年２月 28

日現在の当社の発行済株式総数 11,787,822株に対して 38.56％、議決権総数 117,698個に対して 38.62％と

なり、本第三者割当により希薄化が生じます。なお、Ａ種種類株式に係る剰余金の配当が行われず未払配当

金相当額が累積した場合、上記取得請求権の行使により転換される当社普通株式の数はさらに増加します。 

一方で、当社が前記「３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な使

途」で記載した資金を得ることは、当社の債務超過の解消並びに財務体制の拡充及び営業設備の増強に寄与
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するものと考えており、既存株主の皆様に対して潜在的に希薄化は生じるものの、当社財務体質の再構築及

び成長分野への投資や構造改革を通じて、中長期的には企業価値の向上に資するものであると判断しており

ます。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

割当予定先１ HiCAP4号（Ａ種種類株式割当予定株式数 6,000株） 

（１） 名 称 HiCAP4号投資事業有限責任組合 

（２） 所 在 地 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号 

（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律 

（４） 組 成 目 的 地域経済の活性化に資する会社に対するエクイティ投資 

（５） 組 成 日 2022年４月 28日 

（６） 出 資 の 総 額 2,000,000,000円 

（７） 
出 資者・ 出資比 率 

・ 出 資 者 の 概 要 
金融機関１行 

（８） 無限責任組合員の概要 

名 称 ひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社 

所 在 地 広島県広島市中区紙屋町一丁目３番８号 

代 表 者 の 

役職及び氏名 
代表取締役 増井 慶太郎 

資 本 金 100,000,000円 

事 業 の 内 容 有価証券の取得・保有並びに売却、経営コンサルティン

グ、投資事業組合及び投資事業有限責任組合の財産の運

営管理他 

（９） 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

上 場 会 社 と 

当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当該ファンド

へは直接・間接問わず出資はありません。 

上場会社と業

務執行組合員

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間には、記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と当該ファ

ンドの業務執行組合員、当該ファンドの出資者（現出資

者を含みます。）並びに当該ファンドの業務執行組合員

の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 

割当予定先２ MIT広域再建支援（Ａ種種類株式 割当予定株式数 8,000株） 

（１） 名 称 MIT広域再建支援 投資事業有限責任組合 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門一丁目３番１号東京虎ノ門グローバルスクエア５階 

（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律 

（４） 組 成 目 的 
全国の地域経済に寄与する企業の更なる成長を支えるためのエクイティ投

資 

（５） 組 成 日 2021年７月 12日 

（６） 出 資 の 総 額 開示の同意が得られていないため、記載していません。 

（７） 
出 資者・ 出資比 率 

・ 出 資 者 の 概 要 
独立行政法人１社、金融機関４行 

（８） 無限責任組合員の概要 
名 称 株式会社 MIT Corporate Advisory Services 

所 在 地 東京都港区虎ノ門一丁目３番１号東京虎ノ門グローバル
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スクエア５階 

代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役 松本 章 

資 本 金 50,500,000円 

事 業 の 内 容 企業経営に関するコンサルティング他 

（９） 
上 場 会 社 と 当 該 

ファンドとの間の関係 

上 場 会 社 と 

当該ファンド 

との間の関係 

当社並びに当社の関係者及び関係会社から当該ファンド

へは直接・間接問わず出資はありません。 

上場会社と業

務執行組合員

との間の関係 

当社と当該ファンドの業務執行組合員との間には、記載

すべき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

また、当社並びに当社の関係者及び関係会社と当該ファ

ンドの業務執行組合員、当該ファンドの出資者（現出資

者を含みます。）並びに当該ファンドの業務執行組合員

の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

（注）１割当予定先の概要の欄は、2023 年４月 26 日現在のものであります。なお、非公開のファンドである

割当予定先に関する一部の情報については、当社がひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社及び株

式会社 MIT Corporate Advisory Servicesに確認したものの、開示の同意が得られていないため、記

載していません。なお、割当予定先が開示の同意を行わない理由につきましては、ひろぎんキャピタ

ルパートナーズ株式会社及び株式会社 MIT Corporate Advisory Servicesが業務執行組合員である投

資事業有限責任組合は組合員を非公開とすることを前提としており出資に関する情報は極めて守秘性

の高い情報であるため、また、株式会社 MIT Corporate Advisory Servicesは外部資本の受け入れを

行っていない非公開の法人であることから資本構成の情報は極めて守秘性の高い情報であるためと聞

いております。 

２当社は、①HiCAP4 号、HiCAP4 号の業務執行組合員及びその役員、並びに HiCAP4 号の全ての出資者

（以下「HiCAP4 号関係者」と総称します。）並びに②MIT 広域再建支援、MIT 広域再建支援の業務執

行組合員及びその役員、並びに MIT 広域再建支援の全ての出資者（以下「MIT 広域再建支援関係者」

と総称します。）が、反社会的勢力と何らかの関係を有しているか否かについて、第三者調査機関で

ある株式会社セキュリティー＆リサーチ（東京都港区赤坂二丁目 16 番６号 代表取締役 羽田寿次）

に調査を依頼しました。その結果、HiCAP4 号関係者及び MIT 広域再建支援関係者について、反社会

的勢力である又は反社会的勢力と何らかの関係を有している旨の報告はありませんでした。以上のこ

とから、当社は割当予定先が反社会的勢力とは一切関係していないと判断しており、その旨の確認書

を株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）に提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社は本第三者割当において、複数の事業会社や投資家候補と接触を重ね、当社の現況、事業概要、

事業戦略、財務状況及び課題について理解した上で、資金調達に賛同いただける割当予定先を検討して

まいりました。その中で、当社のメインバンクである株式会社広島銀行より、2022 年３月に株式会社

MIT Corporate Advisory Services のご紹介を受け、事業戦略の見直しに着手いたしました。2022 年

10 月に株式会社 MIT Corporate Advisory Services とフィナンシャルアドバイザリー契約を締結し、

株式会社 MIT Corporate Advisory Services が提示した複数候補の中から割当予定先である HiCAP4 号

及び MIT広域再建支援のご紹介を当社から依頼しました。今回割当予定先を２社選定したのは、以下に

記載のとおり各割当予定先は異なる特徴を有しており、幅広く当社の企業価値向上のための手段を検討

することができると考えたためです。 

HiCAP4号は株式会社広島銀行の持株会社である株式会社ひろぎんホールディングス 100％出資の投資

専門会社であるひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社が組成したファンドとなります。HiCAP4 号

とは 2022 年 10 月より企業価値向上施策等について協議を重ね、HiCAP4 号は地域活性化を目的の一つ
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に組成されたファンドであり、投資先の課題解決に当たり、ファンドを通じた資本提供だけでなく、ひ

ろぎんホールディングスグループが持つネットワークやコンサルティング機能の活用も期待できること

から、当社の企業価値向上にご協力いただける相手と確信し、2023 年４月に HiCAP4 号を割当予定先と

して選定しました。MIT 広域再建支援とは 2022 年 10 月より企業価値向上施策等について協議を重ね、

MIT 広域再建支援は、事業の承継・再編・再構築を通じた成長支援を主な目的とし、業務執行組合員で

ある株式会社 MIT Corporate Advisory Servicesが蓄積したコンサルティングノウハウやファンドノウ

ハウを活用し、投資先に寄り添った徹底した現場主義によるハンズオン支援により投資先の企業価値の

向上を図っているファンドであり、当社の企業価値向上にご協力いただける相手と確信し、2023 年４

月に MIT広域再建支援を割当予定先として選定しました。 

なお、当社は、割当予定先である HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援が推薦する増井慶太郎氏及び松本

章氏を当社の社外取締役として選任することを本株主総会に付議いたします。 

また、当社のフィナンシャルアドバイザーと割当予定先である MIT広域再建支援の業務執行組合員は、

結果的に同一となりましたが、株式会社 MIT Corporate Advisory Services内で、アドバイザリー業務

の責任者及びチームメンバーと組合員業務の責任者及びチームメンバーは別々であり、それぞれの業務

に関する情報についても別々のデータベース上で保管され、当該各データベースについてはそれぞれの

責任者及びチームメンバーのみがアクセス権を有しており、お互いのデータベースへのアクセスができ

ない仕様となっていると伺っております。当社としても当該構造を理解した上で、割当予定先が MIT広

域再建支援となることについて、2023 年４月 26 日の当社取締役会において、出席取締役全員の賛成を

得ており、かつ、出席監査役からの異議はございませんでした。 

なお、当社は割当予定先である HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援との間で、2023 年４月 26 日付で、

それぞれ以下の内容を含んだ引受契約書（以下「本引受契約」といいます。）を締結しております。 

 

① 事前承諾事項 

当社は、本引受契約締結日以降、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援が全てのＡ種種類株式を保有しな

いこととなる日までの間、本引受契約に別段の定めのある場合又は HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援の

事前の書面による承諾のある場合を除き、以下に掲げる各行為を行わず又は子会社をして行わせないも

のとする。但し、当社の事業遂行上の緊急の必要性があり、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援の事前の

書面による承諾を取得していたのではかかる緊急の必要性に対応することができない場合はこの限りで

はない。また、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援は、本項における事前の書面による承諾を、いかなる

場合も不合理に拒絶してはならず、かかる承諾の判断を当社の意向を尊重して行わなければならない。 

(1) 当社の定款の変更（新たな種類株式又はかかる種類株式を対象とする新株予約権の発行を目的と

する定款変更その他Ａ種種類株式の保有者に重大な損害を及ぼすおそれがある定款変更に限る。）

及び株式取扱規程の変更（Ａ種種類株式に係る事項についての変更に限る。） 

(2) 現金の交付を伴う株式併合 

(3) 当社による剰余金の配当（金銭に限られず、中間配当を含む。但し、Ａ種種類株式に係る配当を

除く。）その他の処分 

(4) 株式会社以外への組織変更、合併、当社が分割会社となる会社分割、当社が完全子会社となる株

式交換又は株式移転 

(5) 事業の全部の譲渡 

(6) 解散、清算又は倒産処理手続開始の申立て 

 

② 償還請求の条件 

Ａ種種類株式発行要項の定めにかかわらず、本引受契約に定める一定の場合を除き、HiCAP4 号及び

MIT 広域再建支援は、Ａ種種類株式の発行日以降３年間は、Ａ種種類株式の償還請求権（本②において、

Ａ種種類株式に係る金銭対価の取得請求権をいう。）を行使できない。 

 

③ 株式の譲渡等 
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HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援は、自己が保有するＡ種種類株式の全部又は一部について、本引受

契約に定める当社と競合関係にある第三者（以下「競合他社」という。）を実質的な譲受人として譲渡

してはならず、当社が当該譲渡を当社の取締役会において承認しないことにつき、確認し、同意する。 

また、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援は、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援が取得請求権を行使する

ことにより交付される当社の普通株式の全部又は一部について、競合他社を実質的な譲受人として譲渡

してはならない。 

 

また、当社は割当予定先である HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援（以下本（２）において「本株主」

といいます。）との間で、2023 年４月 26 日付で、以下の内容を含んだ株主間協定書（以下「本株主間

協定」といいます。）を締結しております。 

 

① Ａ種種類株式の譲渡 

本株主の一方がその保有するＡ種種類株式の全部又は一部（本①において以下「譲渡対象株式」とい

う。）を第三者（以下「譲渡相手方」という。）に対して譲渡することを希望する場合には（かかる譲渡

を希望する本株主を以下「譲渡希望株主」という。）、事前にもう一方の本株主に対し、(i)譲渡相手方

が譲渡対象株式を購入する意図を有すること、(ii)譲渡対象株式の数、(iii)１株当たりの譲渡価格、

(iv)譲渡相手方の氏名又は名称、及び(v)その他の譲渡に関する主要条件を記載した書面により通知

（以下「譲渡通知」という。）しなければならない。 

譲渡通知を受けた本株主及び譲渡希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＡ種種類株式の全

部又は一部を譲渡することができるものとする。 

(1) 当該本株主は、譲渡希望株主による譲渡対象株式の売却に、譲渡相手方が希望する条件に対して、

譲渡希望株主と同一の条件にて参加する権利（以下「共同売却権」という。）を有するものとする。 

(2) 当該本株主は、共同売却権を行使した場合、譲渡希望株主及び譲渡相手方との間のＡ種種類株式

の譲渡に関する交渉に参加することができ、当該本株主及び譲渡希望株主は、当該交渉の結果、

譲渡希望株主、譲渡相手方及び当該本株主が別途合意する条件で、その保有するＡ種種類株式の

全部又は一部を譲渡相手方に売り渡すものとする。 

 

② 転換請求権の行使 

本株主の一方がその保有するＡ種種類株式の全部又は一部（本②において以下「転換対象株式」とい

う。）について、Ａ種種類株式発行要項第 11項に基づき、当社の普通株式を対価とする取得請求権（以

下「転換請求権」という。）の行使を希望する場合には（転換請求権の行使を希望する本株主を以下

「転換希望株主」という。）、事前にもう一方の本株主に対し、(i)転換請求権を行使する意図を有する

こと、(ii)転換対象株式の数、及び(iii)転換請求権の行使予定時期を記載した書面により通知（以下

「転換通知」という。）しなければならない。 

転換通知を受けた本株主及び転換希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＡ種種類株式の全

部又は一部について、転換請求権を行使することができるものとする。 

(1) 当該本株主は、転換希望株主と協議の上、別途合意した条件で、転換希望株主による転換請求権

の行使日と同日付で自らも転換請求権を行使することができる。 

(2) 当社は、当該本株主及び転換希望株主から連名で転換請求権の行使に係る通知を受領した場合、

Ａ種種類株式発行要項に従い、当該本株主及び転換希望株主が希望する数の当社の普通株式を発

行するために必要な手続を履践する。 

 

③ 償還請求権の行使 

本株主の一方がその保有するＡ種種類株式の全部又は一部（本③において以下「償還対象株式」とい

う。）について、Ａ種種類株式発行要項第 12項に基づき、金銭を対価とする取得請求権（以下「償還請

求権」という。）の行使を希望する場合には（償還請求権の行使を希望する本株主を以下「償還希望株

主」という。）、事前にもう一方の本株主に対し、(i)償還請求権を行使する意図を有すること、(ii)償
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還対象株式の数、及び(iii)償還請求権の行使予定時期を記載した書面により通知（以下「償還通知」

という。）しなければならない。 

償還通知を受けた本株主及び償還希望株主は、以下の手続に従って、その保有するＡ種種類株式の全

部又は一部について、償還請求権を行使することができるものとする。 

(1) 当該本株主は、償還希望株主と協議の上、別途合意した条件で、償還希望株主による償還請求権

の行使日と同日付で自らも償還請求権を行使することができる。 

(2) 当社は、当該本株主及び償還希望株主から連名で償還請求権の行使に係る通知を受領した場合、

Ａ種種類株式発行要項に従い、当該本株主及び償還希望株主が希望する額の金銭を交付するため

に必要な手続を履践する。 

 

④ 金銭を対価とする取得条項 

当社がＡ種種類株式発行要項第 13 項に基づき本株主が保有するＡ種種類株式の全部又は一部（本④

において以下「取得対象株式」という。）を取得しようとする場合には、金銭対価償還日を定める当社

の取締役会決議が行われる日（以下「金銭対価償還日決定日」という。）の 25営業日前の日までに本株

主に対し、(i)取得対象株式を取得する意図を有すること、(ii)取得対象株式の数、及び(iii)取得対象

株式の取得予定時期を記載した書面により通知しなければならない。 

当社は、以下の規定に従って、取得対象株式を取得することができるものとする。なお、本株主は、

当社が以下の規定に定める手続を履践するのに必要な協力を行い、以下の規定に基づく当社による取得

対象株式の取得に予め同意するものとする。 

(1) 当社は、本株主の双方から金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに取得対象株式の取得を

求める旨の通知を受領した場合には、同一の条件で、かつ、同一の日に、本株主の双方が有する

取得対象株式を取得するために会社法上及びＡ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。 

(2) 当社は、本株主のうちいずれかの本株主のみから金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに

取得対象株式の取得を求める旨の通知を受領した場合には、当該本株主が有する取得対象株式を

取得するために会社法上及びＡ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。また、当該通知を

上記期限までに行わなかった本株主が有する取得対象株式についても、当社は、自己の判断で、

当該取得対象株式を取得するために会社法上及びＡ種種類株式発行要項上必要な手続きを履践し、

当該取得対象株式を取得することができる。 

(3) 当社は、金銭対価償還日決定日の５営業日前の日までに本株主のいずれからも取得対象株式の取

得を求める旨の通知を受領しなかった場合には、自己の判断で、本株主のいずれか又は双方が有

する取得対象株式を取得するために会社法上及びＡ種種類株式発行要項上必要な手続を履践する。 

 

⑤ 当社の取締役会の構成 

本株主は、当社の取締役会の構成員、人数等について協議することができる。 

各本株主は、当社の取締役の候補者を各１名推薦することができ、当該各候補者を当社の取締役とし

て選任するための手続等について協議することができる。 

当社は、本株主間協定第６条に基づき本株主により推薦された当社の取締役の候補者各１名を当社の

取締役として選任するための議案を、2023 年５月 30 日開催予定の当社の定時株主総会及びその後の当

社の株主総会に上程する。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

Ａ種種類株式について、HiCAP4 号及び MIT 広域再建支援からは、中期的に保有する方針である旨を

それぞれの業務執行組合員より口頭で確認しております。当社の現状の財政状態及び経営成績を前提と

すると、短期的にＡ種種類株式を普通株式に転換し、市場で売却することは想定しておらず、当社と事

業上のシナジー効果が見込まれる先又は当社の安定株主となり得る先への譲渡を可能な限り模索いただ

けると伺っております。 
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（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、各割当予定先について、2023 年４月 26 日現在においてＡ種種類株式に係る払込みのために

必要かつ十分な資金を保有してはいないものの、各割当予定先に係る投資事業有限責任組合契約書の写

しを確認することにより、各出資者と各割当予定先との間で、各割当予定先において資金が必要なとき

に無限責任組合員であるひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社及び株式会社 MIT Corporate 

Advisory Services が行うキャピタルコールに応じ、各出資者が各割当予定先に対する出資を行う旨の

約束があることを確認しております。さらに当社は、ひろぎんキャピタルパートナーズ株式会社及び株

式会社 MIT Corporate Advisory Servicesからそれぞれヒアリングすることにより、かかるキャピタル

コールに応じてＡ種種類株式に係る払込みに要する資金に充当する出資を行う各割当予定先の主たる出

資者は独立行政法人及び金融機関であり、Ａ種種類株式に係る払込みに必要な資金を保有していること

を確認いたしました。したがって、Ａ種種類株式の発行に係る払込みに要する資金の確保状況について

問題はないものと判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

（１）普通株式 

募集前（2023年２月 28日現在） 募 集 後 

目黒 俊治 20.37％ 
MIT 広域再建支援 投資事業有限責任組

合 
15.90％ 

株式会社ローソン 18.24％ 目黒 俊治 14.70％ 

ポプラ協栄会 11.60％ 株式会社ローソン 13.17％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
3.07％ HiCAP4号投資事業有限責任組合 11.93％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託

口） 
2.49％ ポプラ協栄会 8.37％ 

株式会社広島銀行 

（常任代理人 株式会社日本カスト

ディ銀行） 

1.81％ 
日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
2.22％ 

ポプラ社員持株会 1.74％ 
株式会社日本カストディ銀行（信託

口） 
1.80％ 

東京海上日動火災保険株式会社 1.36％ 

株式会社広島銀行 

（常任代理人 株式会社日本カスト

ディ銀行） 

1.30％ 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（常任代理人日本マスタートラスト信

託銀行株式会社） 

1.13％ ポプラ社員持株会 1.26％ 

株式会社目黒 1.07％ 東京海上日動火災保険株式会社 0.98％ 

（注）１当社が所有する自己株式は、上表大株主から除外しております。 

２上表における大株主及び持株比率は、2023 年２月 28 日時点の株主名簿に基づき、小数点以下第三位

を四捨五入して算出しております。 

３募集後の大株主及び持株比率は、Ａ種種類株式に付された取得請求権が当初の取得価額で全て行使さ

れた前提でのＡ種種類株式の潜在株式数 4,545,454 株の、2023 年２月 28 日時点の当社の発行済株式

総数 11,787,031 株（当社が所有する自己株式を除きます。）に、Ａ種種類株式の潜在株式数

4,545,454株を加算した 16,332,485株に対する割合であります。 

 



12 
 

 

（２）Ａ種種類株式 

募集前（2023年２月 28日現在） 募 集 後 

該当なし  
MIT広域再建支援 投資事業有限責任

組合 
57.14％ 

  HiCAP4号投資事業有限責任組合 42.86％ 

 

８．今後の見通し 

本第三者割当は、当社の債務超過の解消並びに財務体制の拡充及び営業設備の増強に寄与するものと考

えており、既存株主の皆様に対して潜在的に希薄化は生じるものの、当社財務体質の再構築及び成長分野へ

の投資や構造改革を通じて、中長期的には企業価値の向上に資するものと見込んでおります。なお、本第三

者割当による業績への影響については、その他の要因等を含め精査中であり、業績に重大な影響を与えると

判明した場合は、速やかにお知らせいたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当に伴う新株式の発行は、希薄化率が 25％以上となることから、株式会社東京証券取引所の

定める有価証券上場規程第 432条第２号に従い、株主の意思確認手続を実施いたします。また、Ａ種種類株

式について客観的な市場価格がなく、種類株式の評価は非常に高度かつ複雑であり、その評価については

様々な考え方があり得ることから、会社法上、Ａ種種類株式の払込金額が割当予定先に特に有利な金額であ

るとされる可能性も完全には否定できないと考えられます。そこで、具体的には、本株主総会において、Ａ

種種類株式の必要性及び相当性について株主の皆様に説明した上で、Ａ種種類株式の発行について特別決議

によって承認されることをもって、株主の皆様の意思確認をさせていただくことを予定しております。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期 

営 業 総 収 入 19,240,578千円 13,629,524千円 13,064,893千円 

営 業 利 益 △1,125,569千円 △1,099,420千円 55,647千円 

経 常 利 益 △1,012,801千円 △1,007,504千円 73,030千円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 損 失 （ △ ） 
1,318,022千円 518,492千円 237,796千円 

１株当たり当期純損失（△） 111.82円 43.99円 20.17円 

１ 株 当 た り 配 当 額 －円 －円 －円 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 24.21円 △36.43円 △58.90円 

（注） 2023 年２月期の数値について、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査

はなされておりません。 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2023年２月 28日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 11,787,822株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 
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（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2021年２月期 2022年２月期 2023年２月期 

始  値 412円 337円 151円 

高  値 474円 426円 191円 

安  値 317円 126円 130円 

終  値 337円 149円 140円 

 

② 最近６か月間の状況 

 
2022年 

11月 

 

12月 

2023年 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

４月 

始  値 147円 151円 140円 144円 140円 143円 

高  値 152円 154円 154円 145円 143円 233円 

安  値 142円 136円 137円 136円 129円 138円 

終  値 150円 140円 142円 140円 142円 154円 

（注） 2023年４月については、同年４月 25日までの状況です。 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 2023年４月 25日 

始  値 148円 

高  値 155円 

安  値 148円 

終  値 154円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

 該当事項はありません。 

 

11．発行要項 

Ａ種種類株式の発行要項は、別紙１に記載しております。 
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Ⅱ．本定款変更について 

１．本定款変更の目的 

Ａ種種類株式の発行を可能とするために、新たな種類の株式としてＡ種種類株式を追加し、Ａ種種類株

式に関する規定を新設するものです。 

 

２．定款変更の内容 

  定款変更の内容は別紙２「定款変更案」をご参照ください。 

 

３．本定款変更の日程 

 

本定款変更議案に関する本株主総会付議に係る取締役会決議 2023年４月 26日 

本株主総会決議（予定） 
2023年５月 30日 

本定款変更の効力発生日（予定） 

 

Ⅲ．本資本金等の額の減少について 

１．本資本金等の額の減少の目的 

  今後の資本政策の柔軟性・機動性の確保と税負担の軽減を図るため、本資本金等の額をそれぞれ減少し、

その他資本剰余金へ振り替えます。 

なお、本資本金等の額の減少については、本第三者割当に係る払込みを条件とします。 

 

２．本資本金等の額の減少の要領 

（１）減少すべき資本金の額 

3,228,867,725円 

 

（２）減少すべき資本準備金の額 

1,033,739,220円 

 

（３）本資本金等の額の減少の方法 

    会社法第 447 条第１項及び第 448 条第１項の規定に基づき本資本金等の額の減少を上記のとおり行った上

で、それぞれの全額をその他資本剰余金に振り替えます。 

 

３．本資本金等の額の減少の日程 

本資本金等の額の減少に係る取締役会決議 

本資本金等の額の減少議案に関する定時株主総会付議に係る取締役

会決議 

2023年４月 26日 

債権者異議申述公告（予定） 2023年４月 27日 

債権者異議申述最終期日（予定） 2023年５月 27日 

本株主総会決議（予定） 2023年５月 30日 

本資本金等の額の減少の効力発生日（予定） 2023年５月 31日 

 

４．今後の見通し 

本資本金等の額の減少は、貸借対照表の純資産の部における科目間の振替処理であり、当社の純資産額

に変動を生じるものではなく、当社の業績に与える影響はありません。 
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Ⅳ．本剰余金の処分について 

１．本剰余金の処分の目的 

当社は、上記「Ⅲ．本資本金等の額の減少について」に記載のとおり、本資本金等の額の減少を行いま

すが、会社法第 452条の規定に基づき剰余金の処分を行い、本資本金等の額の減少によって増加することと

なるその他資本剰余金で繰越利益剰余金の欠損の一部を填補することといたしました。 

なお、本剰余金の処分については、本資本金等の額の減少の効力が生じることを条件とします。 

 

２．本剰余金の処分の要領 

（１）減少する剰余金の項目及び額 

その他資本剰余金 4,262,606,945円 

 

（２）増加する剰余金の項目及び額 

繰越利益剰余金 4,262,606,945円 

 

３．本剰余金の処分の日程 

本剰余金の処分に係る取締役会決議 

本剰余金の処分議案に関する定時株主総会付議に係る取締役会決議 
2023年４月 26日 

本株主総会決議（予定） 2023年５月 30日 

本剰余金の処分の効力発生日（予定） 2023年５月 31日 

 

４．今後の見通し 

本剰余金の処分は、貸借対照表の純資産の部におけるその他資本剰余金を繰越利益剰余金の勘定とする

振替処理であり、当社の純資産額に変動を生じるものではなく、当社の業績に与える影響はありません。 

 

（ご参考） 

本資本金等の額の減少及び本剰余金の処分の効力発生後の資本金、資本準備金、その他資本剰余金及び

繰越利益剰余金の額 

資本金 30,000,000円 

資本準備金 ０円 

その他資本剰余金 ０円 

繰越利益剰余金 △271,831,519円 

 

以 上 
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別紙１ 

Ａ種種類株式発行要項 

 

1. 株式の名称 

株式会社ポプラA 種種類株式（以下「A 種種類株式」という。） 

2. 募集株式の数 

14,000 株 

3. 募集株式の払込金額 

1 株につき 50,000 円 

4. 増加する資本金及び資本準備金 

資本金 350,000,000 円（1 株につき、25,000 円） 

資本準備金 350,000,000 円（1 株につき、25,000 円） 

5. 払込金額の総額 

700,000,000 円 

6. 払込期日 

2023 年 5 月 31 日 

7. 発行方法 

第三者割当の方法により、全ての A 種種類株式を HiCAP4 号投資事業有限責任組合及び MIT 広域

再建支援 投資事業有限責任組合に割り当てる。 

8. 剰余金の配当 

(1) A 種優先配当金 

当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金

の配当の基準日（以下「配当基準日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録された A 種

種類株式を有する株主（以下「A 種種類株主」という。）又は A 種種類株式の登録株式質権者

（A 種種類株主と併せて、以下「A 種種類株主等」という。）に対し、下記 16.(1)に定める支

払順位に従い、A 種種類株式 1 株につき、下記(2)に定める額の金銭による剰余金の配当（か

かる配当により A 種種類株式 1 株当たりに支払われる金銭を、以下「A 種優先配当金」とい

う。）を行う。なお、A 種優先配当金に、各 A 種種類株主等が権利を有する A 種種類株式の数

を乗じた金額に 1 円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

(2) A 種優先配当金の金額 

A 種優先配当金の額は、50,000 円（以下「払込金額相当額」という。）に、以下に定める料率

（以下「A 種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭について、配当基準日の属

する事業年度の初日（但し、当該配当基準日が 2024 年 2 月末日に終了する事業年度に属する

場合は払込期日。同日を含む。）から、当該配当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数に

つき、1 年を 365 日（但し、当該事業年度に閏日を含む場合は 366 日。）として日割計算を行

うものとする（除算は最後に行い、円位未満小数第 2 位まで計算し、その小数第 2 位を四捨五

入する。）。 

(a) 配当基準日が 2024 年 2 月末日に終了する事業年度に属する場合 

年率 5.5％ 
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(b) 配当基準日が 2025 年 2 月末日に終了する事業年度に属する場合 

年率 6.5％ 

(c) 配当基準日が 2026 年 2 月末日に終了する事業年度に属する場合 

年率 7％ 

(d) 配当基準日が 2027 年 2 月末日に終了する事業年度に属する場合及び 2028 年 2 月末日に終

了する事業年度に属する場合 

年率 8％ 

(e) 配当基準日が 2029 年 3 月 1 日以降の日である場合 

年率 7％ 

但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前の日を基準日として A

種種類株主等に対して剰余金の配当（A 種累積未払配当金相当額（下記(4)に定める。）の配当

を除く。）が行われたときは、当該配当基準日に係る A 種優先配当金の額は、その各配当にお

ける配当金の合計額を控除した金額とする。 

(3) 非参加条項 

当会社は、A 種種類株主等に対しては、A 種優先配当金及び A 種累積未払配当金相当額の額

を超えて剰余金の配当を行わない。但し、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第

758 条第 8 号ロ若しくは同法第 760 条第 7 号ロに規定される剰余金の配当又は当会社が行う新

設分割手続の中で行われる同法第 763 条第 1 項第 12 号ロ若しくは同法第 765 条第 1 項第 8 号

ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(4) 累積条項 

ある事業年度に属する日を基準日として A 種種類株主等に対して行われた 1 株当たりの剰余

金の配当（当該事業年度より前の各事業年度に係る A 種優先配当金につき本(4)に従い累積し

た A 種累積未払配当金相当額の配当を除く。）の総額が、当該事業年度に係る A 種優先配当金

の額（当該事業年度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われると仮定した場合において、

上記(2)に従い計算される A 種優先配当金の額をいう。但し、かかる計算においては、上記(2)

但書の規定は適用されないものとして計算するものとする。）に達しないときは、その不足額

は、当該事業年度の翌事業年度以降の事業年度に累積（本(4)に従い累積する金額を「A 種累

積未払配当金相当額」という。）する。当会社は、A 種累積未払配当金相当額についての剰余

金の配当を、下記 16.(1)に定める支払順位に従い、法令の定める範囲内において、翌事業年度

以降に行われる剰余金の配当と併せて、A 種種類株主等に対して行う。かかる配当が行われる

A 種累積未払配当金相当額に、各 A 種種類株主等が権利を有する A 種種類株式の数を乗じた

金額に 1 円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

9. 残余財産の分配 

(1) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、A 種種類株主等に対し、下記 16.(2)に定める支払順位

に従い、A 種種類株式 1 株につき、払込金額相当額に、A 種累積未払配当金相当額及び下記

(3)に定める A 種日割未払優先配当金額を加えた額（以下「A 種残余財産分配額」という。）の

金銭を支払う。 

但し、本(1)においては、残余財産の分配が行われる日（以下「分配日」という。）が配当基準

日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点ま
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での間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなし

て A 種累積未払配当金相当額を計算する。なお、A 種残余財産分配額に、各 A 種種類株主等

が権利を有する A 種種類株式の数を乗じた金額に 1 円未満の端数が生じるときは、当該端数

は切り捨てる。 

(2) 非参加条項 

A 種種類株主等に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わない。 

(3) 日割未払優先配当金額 

A 種種類株式 1 株当たりの日割未払優先配当金額（以下「A 種日割未払優先配当金額」とい

う。）は、払込金額相当額に A 種優先配当年率を乗じて算出した額の金銭について、分配日の

属する事業年度の初日（但し、当該分配日が 2024 年 2 月末日に終了する事業年度に属する場

合は払込期日。同日を含む。）から、当該分配日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、

1 年を 365 日（但し、当該事業年度に閏日を含む場合は 366 日。）として日割計算を行うもの

とする（除算は最後に行い、円位未満小数第 2 位まで計算し、その小数第 2 位を四捨五入す

る。）。 

但し、当該分配日の属する事業年度中の、当該分配日より前の日を基準日として A 種種類株

主等に対して剰余金の配当（A 種累積未払配当金相当額の配当を除く。）が行われたときは、

当該分配日に係る A 種日割未払優先配当金額は、その各配当における配当金の合計額を控除

した金額とする。 

10. 議決権 

A 種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

11. 普通株式を対価とする取得請求権 

(1) 普通株式対価取得請求権 

A 種種類株主は、A 種種類株式の発行日以降いつでも、当会社に対して、下記(2)に定める数

の普通株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有する A 種種類株

式の全部又は一部を取得することを請求すること（以下「普通株式対価取得請求」といい、普

通株式対価取得請求をした日を、以下「普通株式対価取得請求日」という。）ができるものと

し、当会社は、当該普通株式対価取得請求に係る A 種種類株式を取得するのと引換えに、法

令の許容する範囲内において、請求対象普通株式を、当該 A 種種類株主に対して交付するも

のとする。 

(2) A 種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数 

A 種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、(i)A 種種類株式 1 株当たりの払込金

額相当額、(ii)A 種累積未払配当金相当額及び(iii)A 種日割未払優先配当金額の合計額を、下記

(3)及び(4)で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、本(2)においては、普通株式対

価取得請求日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金

の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は

行われないものとみなして A 種累積未払配当金相当額を計算し、また、A 種日割未払優先配

当金額の計算における「分配日」を「普通株式対価取得請求日」と読み替えて、A 種日割未払

優先配当金額を計算する。また、普通株式対価取得請求に係る A 種種類株式の取得と引換え

に交付する普通株式の合計数に 1 株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、

この場合においては、会社法第 167 条第 3 項に定める金銭の交付は行わない。 
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(3) 当初取得価額 

取得価額は、当初、154 円とする。 

(4) 取得価額の調整 

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。 

① 普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額

を調整する。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普

通株式数」は「無償割当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当会社が保有する

普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数

（但し、その時点で当会社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ読み替える。 

 

 

 

 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ず

る日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適

用する。 

② 普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。 

 

 

 

 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。 

③ 下記(d)に定める普通株式 1 株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は当会社が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の

交付と引換えに取得される株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。以下、本(4)において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新

株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交

付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」という。）により取得価額

を調整する。取得価額調整式における「1 株当たり払込金額」は、金銭以外の財産を

出資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払

込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主へ

の割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の

翌日以降これを適用する。なお、当会社が保有する普通株式を処分する場合には、次

の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当会社が保有する普通

株式の数」、「当会社が保有する普通株式の数」は「処分前において当会社が保有する

普通株式の数」とそれぞれ読み替える。 

 

 

 

 

 

併合後発行済普通株式数 

併合前発行済普通株式数 
調整前取得価額 × 調整後取得価額 ＝ 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 × 

× 
（発行済普通株式数 

－当会社が保有する 

普通株式の数） 

１株当たり 

払込金額 

普通株式１株当たりの時価 

（発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数） 

＋新たに発行する普通株式の数 

新たに発行する 

普通株式の数 

＋ 

分割後発行済普通株式数 

分割前発行済普通株式数 
調整前取得価額 × 調整後取得価額 ＝ 
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④ 当会社に取得をさせることにより又は当会社に取得されることにより、下記(d)に定め

る普通株式 1 株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株

式の交付を受けることができる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合

を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終

日。以下、本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日

（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本④において同

じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが

当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「1 株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価

額とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその

効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これ

を適用する。上記にかかわらず、取得に際して交付される普通株式の対価が上記の時

点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点において発行又

は処分される株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普通株式が交付され

たものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用す

る。 

⑤ 行使することにより又は当会社に取得されることにより、普通株式 1 株当たりの新株

予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出

資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。以下、本⑤において同

じ。）の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもって普

通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権無償割当

ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合には

その効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準

日。以下、本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行さ

れる新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたも

のとみなし、取得価額調整式において「1 株当たり払込金額」として普通株式１株当

たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式

１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整

後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、

これを適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される普通株式の対

価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点に

おいて発行される新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得さ

れて普通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日

の翌日以降これを適用する。 

⑥ 上記③乃至⑤による取得価額の調整は、当会社又は当会社の子会社の取締役、監査

役、執行役その他の役員又は従業員のためのインセンティブプランとして発行される

株式及び新株予約権には適用されないものとする。 

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、当会社は

A 種種類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価
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額、適用の日及びその他必要な事項を通知した上、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。 

① 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式交

付、株式移転、吸収分割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義

務の全部若しくは一部の承継又は新設分割のために取得価額の調整を必要とすると

き。 

② 取得価額を調整すべき事由が 2 つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の

取得価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。 

③ その他、発行済普通株式数（但し、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変更

又は変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。 

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第 2 位まで算出し、その小数

第 2 位を四捨五入する。 

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式 1 株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日

（但し、取得価額を調整すべき事由について東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧

サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日）に先立つ連続する 30 取

引日の東京証券取引所が発表する当会社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（以

下「VWAP」という。）の平均値（円位未満小数第 2 位まで算出し、その小数第 2 位を四

捨五入する。以下同じ。）とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当会社

普通株式の普通取引が行われる日をいい、VWAP が発表されない日は含まないものとす

る。 

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が

0.1 円未満にとどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要

とされた調整は繰り越されて、その後の調整の計算において斟酌される。 

(5) 普通株式対価取得請求受付場所 

株主名簿管理人事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目 4 番 5 号 

三菱UFJ 信託銀行株式会社 

証券代行部 

(6) 普通株式対価取得請求の効力発生 

普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書類が上記(5)に記載する普

通株式対価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいず

れか遅い時点に発生する。 

(7) 普通株式の交付方法 

当会社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をした A 種種類

株主に対して、当該 A 種種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関に

おける振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。 

12. 金銭を対価とする取得請求権 

(1) 金銭対価取得請求権 

A 種種類株主は、A 種種類株式の発行日以降いつでも、償還請求日（以下に定義する。）にお

ける分配可能額（会社法第 461 条第 2 項に定める分配可能額をいう。以下同じ。）を限度とし
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て、A 種種類株主が指定する日（当該日が営業日でない場合には翌営業日とする。）を償還請

求が効力を生じる日（以下「償還請求日」という。）として、当会社に対して書面による通知

（以下「償還請求事前通知」という。）を行った上で、当会社に対して、金銭の交付と引換え

に、その有する A 種種類株式の全部又は一部を取得することを請求すること（以下「償還請

求」という。）ができるものとし、当会社は、当該償還請求に係る A 種種類株式を取得するの

と引換えに、法令の許容する範囲内において、当該償還請求に係る A 種種類株式の数に、(i)

払込金額相当額に以下に定める数値を乗じて算出した額、並びに(ii)A 種累積未払配当金相当

額及び A 種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額の金銭を、A 種種類株主に対

して交付するものとする（以下、当該金銭を交付する日を「金銭交付日」という。）。 

(a) 金銭交付日が払込期日以降 2026 年 5 月 31 日までの期間に属する場合 

1.05 

(b) 金銭交付日が 2026 年 6 月 1 日以降 2028 年 5 月 31 日までの期間に属する場合 

1.06 

(c) 金銭交付日が 2028 年 6 月 1 日以降の日である場合 

1.07 

なお、本(1)においては、償還請求日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日

を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日

とする剰余金の配当は行われないものとみなして A 種累積未払配当金相当額を計算し、また、

A 種日割未払優先配当金額の計算における「分配日」を「償還請求日」と読み替えて、A 種日

割未払優先配当金額を計算する。また、償還請求に係る A 種種類株式の取得と引換えに交付

する金銭に 1 円に満たない端数があるときは、これを切り捨てる。但し、償還請求日において

A 種種類株主から償還請求がなされた A 種種類株式の取得と引換えに交付することとなる金

銭の額が、償還請求日における分配可能額を超える場合には、当該各 A 種種類株主により償

還請求がなされた A 種種類株式の数に応じた比例按分の方法により、かかる金銭の額が分配

可能額を超えない範囲内においてのみ当会社は A 種種類株式を取得するものとし、かかる方

法に従い取得されなかった A 種種類株式については、償還請求がなされなかったものとみな

す。 

(2) 償還請求受付場所 

株主名簿管理人事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目 4 番 5 号 

三菱UFJ 信託銀行株式会社 

証券代行部 

(3) 償還請求の効力発生 

償還請求事前通知の効力は、償還請求事前通知に要する書類が上記(2)に記載する償還請求受

付場所に到達したときに発生する。償還請求の効力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求

日において発生する。 

13. 金銭を対価とする取得条項 

当会社は、2026 年 5 月 31 日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価

償還日」という。）が到来することをもって、A 種種類株主等に対して、金銭対価償還日の 14 日

前までに書面による通知を行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、A

種種類株式の全部又は一部を取得することができる（以下「金銭対価償還」という。）ものとし、
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当会社は、当該金銭対価償還に係る A 種種類株式を取得するのと引換えに、(i)当該金銭対価償還

に係る A 種種類株式の数に、(ii)金銭対価償還日における①払込金額相当額に以下に定める数値を

乗じて算出した額、並びに②A 種累積未払配当金相当額及び A 種日割未払優先配当金額の合計額

を乗じて得られる額の金銭を、A 種種類株主に対して交付するものとする。 

(a) 金銭対価償還日が 2026 年 5 月 31 日である場合 

1.05 

(b) 金銭対価償還日が 2026 年 6 月 1 日以降 2028 年 5 月 31 日までの期間に属する場合 

1.06 

(c) 金銭対価償還日が 2028 年 6 月 1 日以降の日である場合 

1.07 

なお、本 13.においては、金銭対価償還日が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準

日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日

とする剰余金の配当は行われないものとみなして A 種累積未払配当金相当額を計算し、また、A

種日割未払優先配当金額の計算における「分配日」を「金銭対価償還日」と読み替えて、A 種日

割未払優先配当金額を計算する。また、金銭対価償還に係る A 種種類株式の取得と引換えに交付

する金銭に 1 円に満たない端数があるときは、これを切り捨てる。 

A 種種類株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。 

14. 譲渡制限 

A 種種類株式を譲渡により取得するには、当会社の取締役会の承認を受けなければならない。 

15. 株式の併合又は分割、募集株式の割当て等 

(1) 当会社は、A 種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。 

(2) 当会社は、A 種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを

受ける権利を与えない。 

(3) 当会社は、A 種種類株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。 

16. 優先順位 

(1) A 種優先配当金、A 種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株主又は普通株式の登録

株式質権者（以下「普通株主等」と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順位は、A 種累

積未払配当金相当額が第 1 順位、A 種優先配当金が第 2 順位、普通株主等に対する剰余金の

配当が第 3 順位とする。 

(2) A 種種類株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、A 種種類株式が第 1 順位、

普通株式が第 2 順位とする。 

(3) 当会社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財

産の分配を行うために必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産

の分配を行うために必要な金額に応じた比例按分の方法により剰余金の配当又は残余財産の

分配を行う。 

以 上 
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別紙２ 

定款変更案 

 

（下線部は変更箇所） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

第１条 

ないし   （条文省略） 

第５条 

 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式

総数は、36,160,072株とする。 

 

 

 

 

第７条   （条文省略） 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は

100株とする。 

 

第９条 

ないし   （条文省略） 

第 11条 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１条 

ないし   （現行どおり） 

第５条 

 

第２章 株式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、36,174,072株とする。 

２．当会社の発行可能種類株式総数は、各種類の株式に応じてそれぞれ

次のとおりとする。 

普通株式    36,160,072株 

Ａ種種類株式  14,000株 

 

第７条   （現行どおり） 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の普通株式の単元株式数は 100 株とし、Ａ種種類株式の

単元株式数は１株とする。 

 

第９条 

ないし   （現行どおり） 

第 11条 

 

第２章の２ Ａ種種類株式 

（剰余金の配当） 

第 11条の２  当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日とし

て剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の基準日（以下、

配当基準日という。）の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ種

種類株式を有する株主（以下、Ａ種種類株主という。）またはＡ種種

類株式の登録株式質権者（Ａ種種類株主と併せて、以下、Ａ種種類

株主等という。）に対し、第 11 条の９第１項に定める支払順位に従

い、Ａ種種類株式１株につき、本条第２項に定める額の金銭による

剰余金の配当（かかる配当によりＡ種種類株式１株当たりに支払わ

れる金銭を、以下、Ａ種優先配当金という。）を行う。なお、Ａ種優

先配当金に、各Ａ種種類株主等が権利を有するＡ種種類株式の数を

乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨て

る。 

２．Ａ種優先配当金の額は、50,000 円（以下、払込金額相当額とい

う。）に、以下に定める料率（以下、Ａ種優先配当年率という。）を乗じ

て算出した額の金銭について、配当基準日の属する事業年度の初日（た

だし、当該配当基準日が 2024 年２月末日に終了する事業年度に属する

場合は払込期日。同日を含む。）から、当該配当基準日（同日を含む。）
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（新設） 

 

 

までの期間の実日数につき、１年を 365 日（ただし、当該事業年度に閏

日を含む場合は 366 日。）として日割計算を行うものとする（除算は最

後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入

する。）。 

(a) 配当基準日が 2024年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率 5.5％ 

(b) 配当基準日が 2025年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率 6.5％ 

(c) 配当基準日が 2026年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率７％ 

(d) 配当基準日が 2027 年２月末日に終了する事業年度に属する場合

および 2028年２月末日に終了する事業年度に属する場合 

 年率８％ 

(e) 配当基準日が 2029年３月１日以降の日である場合 

 年率７％ 

ただし、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前

の日を基準日としてＡ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ａ種累積未

払配当金相当額（本条第４項に定める。）の配当を除く。）が行われたと

きは、当該配当基準日に係るＡ種優先配当金の額は、その各配当におけ

る配当金の合計額を控除した金額とする。 

３．当会社は、Ａ種種類株主等に対しては、Ａ種優先配当金およびＡ種

累積未払配当金相当額の額を超えて剰余金の配当を行わない。ただし、

当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第 758 条第８号ロもし

くは同法第 760 条第７号ロに規定される剰余金の配当または当会社が行

う新設分割手続の中で行われる同法第 763 条第１項第 12 号ロもしくは

同法第 765 条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの

限りではない。 

４．ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種種類株主等に対して行

われた１株当たりの剰余金の配当（当該事業年度より前の各事業年度に

係るＡ種優先配当金につき本項に従い累積したＡ種累積未払配当金相当

額の配当を除く。）の総額が、当該事業年度に係るＡ種優先配当金の額

（当該事業年度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われると仮定し

た場合において、本条第２項に従い計算されるＡ種優先配当金の額をい

う。ただし、かかる計算においては、本条第２項ただし書の規定は適用

されないものとして計算するものとする。）に達しないときは、その不

足額は、当該事業年度の翌事業年度以降の事業年度に累積（本項に従い

累積する金額を、Ａ種累積未払配当金相当額という。）する。当会社

は、Ａ種累積未払配当金相当額についての剰余金の配当を、第 11 条の

９第１項に定める支払順位に従い、法令の定める範囲内において、翌事

業年度以降に行われる剰余金の配当と併せて、Ａ種種類株主等に対して

行う。かかる配当が行われるＡ種累積未払配当金相当額に、各Ａ種種類

株主等が権利を有するＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数

が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

 

（残余財産の分配） 

第 11 条の３  当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主

等に対し、第 11 条の９第２項に定める支払順位に従い、Ａ種種類株式
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１株につき、払込金額相当額に、Ａ種累積未払配当金相当額および本条

第３項に定めるＡ種日割未払優先配当金額を加えた額（以下、Ａ種残余

財産分配額という。）の金銭を支払う。 

ただし、本項においては、残余財産の分配が行われる日（以下、分配日

という。）が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配当基準日を基

準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配

当基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなしてＡ種

累積未払配当金相当額を計算する。なお、Ａ種残余財産分配額に、各Ａ

種種類株主等が権利を有するＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満

の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。 

２．Ａ種種類株主等に対しては、前項のほか、残余財産の分配は行わな

い。 

３．Ａ種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額（以下、Ａ種日割

未払優先配当金額という。）は、払込金額相当額にＡ種優先配当年率を

乗じて算出した額の金銭について、分配日の属する事業年度の初日（た

だし、当該分配日が 2024 年２月末日に終了する事業年度に属する場合

は払込期日。同日を含む。）から、当該分配日（同日を含む。）までの期

間の実日数につき、１年を 365 日（ただし、当該事業年度に閏日を含む

場合は 366 日。）として日割計算を行うものとする（除算は最後に行

い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入す

る。）。 

ただし、当該分配日の属する事業年度中の、当該分配日より前の日を基

準日としてＡ種種類株主等に対して剰余金の配当（Ａ種累積未払配当金

相当額の配当を除く。）が行われたときは、当該分配日に係るＡ種日割

未払優先配当金額は、その各配当における配当金の合計額を控除した金

額とする。 

４．Ａ種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会に

おいて議決権を有しない。 

 

（普通株式を対価とする取得請求権） 

第 11 条の４  Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の発行日以降いつで

も、当会社に対して、本条第２項に定める数の普通株式（以下、請求対

象普通株式という。）の交付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全

部または一部を取得することを請求すること（以下、普通株式対価取得

請求といい、普通株式対価取得請求をした日を、以下、普通株式対価取

得請求日という。）ができるものとし、当会社は、当該普通株式対価取

得請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範

囲内において、請求対象普通株式を、当該Ａ種種類株主に対して交付す

るものとする。 

２．Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、(i) Ａ種

種類株式１株当たりの払込金額相当額、(ii) Ａ種累積未払配当金相当

額および(iii) Ａ種日割未払優先配当金額の合計額を、本条第３項およ

び第４項で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、本項にお

いては、普通株式対価取得請求日が配当基準日の翌日（同日を含む。）

から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの

間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は行われ

ないものとみなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算し、また、Ａ種日
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割未払優先配当金額の計算における「分配日」を「普通株式対価取得請

求日」と読み替えて、Ａ種日割未払優先配当金額を計算する。また、普

通株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する普通

株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるも

のとし、この場合においては、会社法第 167 条第３項に定める金銭の交

付は行わない。 

３．取得価額は、当初、154円とする。 

４． 

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取

得価額を調整する。 

① 普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場

合、次の算式により取得価額を調整する。なお、株式無償割当ての場合

には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前

発行済普通株式数（ただし、その時点で当会社が保有する普通株式を除

く。）」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数

（ただし、その時点で当会社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞれ

読み替える。 

調整後 

取得価額 
= 

調整前 

取得価額 
× 

分割前発行済普通株式数 

分割後発行済普通株式数 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日または株式無償割当

ての効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該

基準日の翌日）以降これを適用する。 

② 普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取

得価額を調整する。 

調整後 

取得価額 
= 

調整前 

取得価額 
× 

併合前発行済普通株式数 

併合後発行済普通株式数 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。 

③ 下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額

をもって普通株式を発行または当会社が保有する普通株式を処分する場

合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式

もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、

本項において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予

約権の行使による場合または合併、株式交換もしくは会社分割により普

通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、取得価額調整式とい

う。）により取得価額を調整する。取得価額調整式における「１株当た

り払込金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財

産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定

めた場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当て

に係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下、株主割当日という。）

の翌日以降これを適用する。なお、当会社が保有する普通株式を処分す

る場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処

分する当会社が保有する普通株式の数」、「当会社が保有する普通株式の

数」は「処分前において当会社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読

み替える。 
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調整後 

取得価

額 

= 

調整前 

取得価

額 

 

④ 当会社に取得をさせることによりまたは当会社に取得される

ことにより、下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る普通

株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、か

かる株式の払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終

日。以下、本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効

力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準

日。以下、本④において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその

日に、発行または処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株

式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払

込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額

とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場

合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合には

その日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際して

交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整

後取得価額は、当該対価の確定時点において発行または処分される株式

の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普通株式が交付されたも

のとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これ

を適用する。 

⑤ 行使することによりまたは当会社に取得されることにより、

普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際し

て出資される財産（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該

財産の適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下

記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株

式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約権

無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権

無償割当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係

る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本⑤において同じ。）に、

また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当

初の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみな

し、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１

株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資され

る財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額

を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割

当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日

の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用

する。上記にかかわらず、取得または行使に際して交付される普通株式

の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該

対価の確定時点において発行される新株予約権全てが当該対価の確定時

点の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみな

して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用す

る。 

（発行済普通株式数－当会社が保有する普通株式の数） 

＋新たに発行する普通株式の数 

新たに発行する 

普通株式の数 × 
１株当たり 

払込金額 

普通株式１株当たりの時価 

（発行済普通株式数－ 

当会社が保有する  ＋ 

普通株式の数） 
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⑥ 上記③ないし⑤による取得価額の調整は、当会社または当会

社の子会社の取締役、監査役、執行役その他の役員または従業員のため

のインセンティブプランとして発行される株式および新株予約権には適

用されないものとする。 

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①ないし③のいずれかに

該当する場合には、当会社はＡ種種類株主等に対して、あらかじ

め書面によりその旨ならびにその事由、調整後取得価額、適用の

日およびその他必要な事項を通知した上、取得価額の調整を適切

に行うものとする。 

① 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式

の全部の取得、株式交付、株式移転、吸収分割、吸収分割による他の会

社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または

新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。 

② 取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方

の事由に基づく調整後の取得価額の算出に当たり使用すべき時価につ

き、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

③ その他、発行済普通株式数（ただし、当会社が保有する普通

株式の数を除く。）の変更または変更の可能性を生ずる事由の発生に

よって取得価額の調整を必要とするとき。 

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後

取得価額を適用する日（ただし、取得価額を調整すべき事由につ

いて東京証券取引所が提供する適時開示情報閲覧サービスにおい

て公表された場合には、当該公表が行われた日）に先立つ連続す

る 30 取引日の東京証券取引所が発表する当会社の普通株式の普

通取引の売買高加重平均価格（以下、VWAP という。）の平均値

（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。以下同じ。）とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所

において当会社普通株式の普通取引が行われる日をいい、VWAP

が発表されない日は含まないものとする。 

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整

前取得価額との差額が 0.1 円未満にとどまるときは、取得価額の

調整はこれを行わない。ただし、本(e)により不要とされた調整

は繰り越されて、その後の調整の計算において斟酌される。 

５．株主名簿管理人事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目 

４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

証券代行部 

６．普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書

類が前項に記載する普通株式対価取得請求受付場所に到達したときまた

は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発生す

る。 

７．当会社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価

取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当該Ａ種種類株主が指定する株

式会社証券保管振替機構または口座管理機関における振替口座簿の保有

欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。 
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（金銭を対価とする取得請求権） 

第 11 条の５  Ａ種種類株主は、Ａ種種類株式の発行日以降いつで

も、償還請求日（以下に定義する。）における分配可能額（会社法第

461 条第２項に定める分配可能額をいう。以下同じ。）を限度として、

Ａ種種類株主が指定する日（当該日が営業日でない場合には翌営業日と

する。）を償還請求が効力を生じる日（以下、償還請求日という。）とし

て、当会社に対して書面による通知（以下、償還請求事前通知とい

う。）を行った上で、当会社に対して、金銭の交付と引換えに、その有

するＡ種種類株式の全部または一部を取得することを請求すること（以

下、償還請求という。）ができるものとし、当会社は、当該償還請求に

係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内にお

いて、当該償還請求に係るＡ種種類株式の数に、(i)払込金額相当額に

以下に定める数値を乗じて算出した額、ならびに(ii) Ａ種累積未払配

当金相当額およびＡ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる

額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するものとする（以下、当該金

銭を交付する日を、金銭交付日という。）。 

(a) 金銭交付日が払込期日以降 2026年５月 31日までの期間に属する

場合 

 1.05 

(b) 金銭交付日が 2026 年６月１日以降 2028 年５月 31 日までの期間

に属する場合 

 1.06 

(c) 金銭交付日が 2028年６月１日以降の日である場合 

 1.07 

なお、本項においては、償還請求日が配当基準日の翌日（同日を含

む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点

までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は

行われないものとみなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算し、また、

Ａ種日割未払優先配当金額の計算における「分配日」を「償還請求日」

と読み替えて、Ａ種日割未払優先配当金額を計算する。また、償還請求

に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に 1 円に満たない端

数があるときは、これを切り捨てる。ただし、償還請求日においてＡ種

種類株主から償還請求がなされたＡ種種類株式の取得と引換えに交付す

ることとなる金銭の額が、償還請求日における分配可能額を超える場合

には、当該各Ａ種種類株主により償還請求がなされたＡ種種類株式の数

に応じた比例按分の方法により、かかる金銭の額が分配可能額を超えな

い範囲内においてのみ当会社はＡ種種類株式を取得するものとし、かか

る方法に従い取得されなかったＡ種種類株式については、償還請求がな

されなかったものとみなす。 

２．株主名簿管理人事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５

号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

証券代行部 

３．償還請求事前通知の効力は、償還請求事前通知に要する書類が前項

に記載する償還請求受付場所に到達したときに発生する。償還請求の効

力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求日において発生する。 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（金銭を対価とする取得条項） 

第 11 条の６  当会社は、2026 年５月 31 日以降いつでも、当会社の

取締役会が別に定める日（以下、金銭対価償還日という。）が到来する

ことをもって、Ａ種種類株主等に対して、金銭対価償還日の 14 日前ま

でに書面による通知を行った上で、法令の許容する範囲内において、金

銭を対価として、Ａ種種類株式の全部または一部を取得することができ

る（以下、金銭対価償還という。）ものとし、当会社は、当該金銭対価

償還に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、(i)当該金銭対価償

還に係るＡ種種類株式の数に、(ii)金銭対価償還日における①払込金額

相当額に以下に定める数値を乗じて算出した額、ならびに②Ａ種累積未

払配当金相当額およびＡ種日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得ら

れる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するものとする。 

(a) 金銭対価償還日が 2026年５月 31日である場合 

 1.05 

(b) 金銭対価償還日が 2026 年６月１日以降 2028 年５月 31 日までの

期間に属する場合 

 1.06 

(c) 金銭対価償還日が 2028年６月１日以降の日である場合 

 1.07 

なお、本条においては、金銭対価償還日が配当基準日の翌日（同日を含

む。）から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点

までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とする剰余金の配当は

行われないものとみなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算し、また、

Ａ種日割未払優先配当金額の計算における「分配日」を「金銭対価償還

日」と読み替えて、Ａ種日割未払優先配当金額を計算する。また、金銭

対価償還に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満

たない端数があるときは、これを切り捨てる。 

Ａ種種類株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。 

 

（譲渡制限） 

第 11 条の７  Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当会社の取

締役会の承認を受けなければならない。 

 

（株式の併合または分割、募集株式の割当て等） 

第 11 条の８  当会社は、Ａ種種類株式について株式の分割または併

合を行わない。 

２．当会社は、Ａ種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利また

は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

当会社は、Ａ種種類株主には、株式無償割当てまたは新株予約権無償割

当てを行わない。 

 

（優先順位） 

第 11 条の９  Ａ種優先配当金、Ａ種累積未払配当金相当額および普

通株式を有する株主または普通株式の登録株式質権者（以下、普通株主

等と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順位は、Ａ種累積未払配

当金相当額が第１順位、Ａ種優先配当金が第２順位、普通株主等に対す
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第３章 株主総会 

第 12条 

ないし   （条文省略） 

第 17条 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 取締役および取締役会

ならびに執行役員 

第 18条 

ないし   （条文省略） 

第 28条 

 

第５章 監査役および監査役会 

第 29条 

ないし   （条文省略） 

第 35条 

 

第６章 計算 

第 36条 

ないし   （条文省略） 

第 39条 

る剰余金の配当が第３順位とする。 

２．Ａ種種類株式および普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、

Ａ種種類株式が第１順位、普通株式が第２順位とする。 

３．当会社が剰余金の配当または残余財産の分配を行う額が、ある順位

の剰余金の配当または残余財産の分配を行うために必要な総額に満たな

い場合は、当該順位の剰余金の配当または残余財産の分配を行うために

必要な金額に応じた比例按分の方法により剰余金の配当または残余財産

の分配を行う。 

 

第３章 株主総会 

第 12条 

ないし   （現行どおり） 

第 17条 

 

（種類株主総会） 

第 17 条の２  当会社の種類株主総会は、必要あるときに随時これを

招集する。 

２．第 13 条の規定は、定時株主総会と同日に開催される種類株主総会

にこれを準用する。 

３．第 14 条、第 15 条および第 17 条の規定は、種類株主総会にこれを

準用する。 

４．第 16 条第１項の規定は、会社法第 324 条第１項の規定による種類

株主総会の決議にこれを準用する。 

５．第 16 条第２項の規定は、会社法第 324 条第２項の規定による種類

株主総会の決議にこれを準用する。 

 

第４章 取締役および取締役会ならびに執行役員 

 

第 18条 

ないし   （現行どおり） 

第 28条 

 

第５章 監査役および監査役会 

第 29条 

ないし   （現行どおり） 

第 35条 

 

第６章 計算 

第 36条 

ないし   （現行どおり） 

第 39条 

 

 

 


